
― 65 ―

名古屋学院大学論集　人文・自然科学篇　第 44 巻　第 2 号（2008 年 1 月）

はじめに

　自傷行為とは，「自らの手で行われ，致死

的でなく，社会的には容認されない性質を持

つ身体を害する行為，あるいは身体を醜くす

る行為」とされる（Walsh & Rosen, 1988）。

1960年代後半より欧米では，致死的でない

手首自傷を繰り返す若い女性患者の一群に関

心が集まり，手首自傷症候群（wrist-cutting 

syndrome）という概念が提唱された（Graff & 

Mallin, 1969; Rosenthal, Rinzler, Walsh et al., 

1972）。その後の多くの研究によって，致死的

ではない反復的な自傷行為は手首に限らず身体

のさまざまな部位（首，腕，脚，腹部など）に

おいても行われていることが知られている。

　自傷行為は，その意図や様式，社会的許容

度などによってさまざまな分類が可能である

が，治療的介入が必要とされる病的な自傷行為

は，その重傷度によって①眼球摘出や四肢・性

器の切断などの精神病者による重篤な自傷行為

（major Self-mutilation）のほか，②知的障害者

に多く見られる常同的自傷行為（stereotypic 

Self-mutilation），③刃物などで皮膚の表面を

切る，皮膚を引っ掻く，タバコなどの火を皮

膚に押しつける，針で皮膚をさす，または穴

を開けるなど，自殺を目的とせずに繰り返さ

れる自傷行為を意味する表面的・軽度の自傷

行為（superficial/moderate Self-mutilation）に

分類できる（Favazza, 1989, 1999; Favazza & 

Rosenthal, 1993）。

　日本でも1970年代後半からリストカッティ

ング（wrist cutting）による自殺企図を行った

精神科の臨床群に関する幾つかの研究が報告さ

れ，その特徴や動機などの検討がなされている

（阿部・竹谷，1993；柏田，1988；西園・安

岡，1978；安岡，1978）。そして，1990年代

後半からは医療機関や大学の保健センター，小・

中・高校の保健室からのリストカッティングや

アームカッティング（arm cutting）などの自

傷行為のケース報告が増え（川谷，2004），イ

ンターネット上でも自傷者達のホームページが

多数掲載されるようになった。また，世間では

常態的にリストカッティングやアームカッティ

ングを繰り返す人を称してリスカーやアーム

カーといった呼び方が流行るなど，若者の間で

自傷行為が社会現象化した傾向さえも見受けら

れる。

　若者の間で自殺を目的としない反復的な自傷

行為が日本でも精神医学や臨床心理学の領域で

も注目を集めるようになった一方で，学校現

場ではこの数年間の自傷児童生徒の増加に伴

い，特に刃物による自傷行為への対応の問題に

直面している。さまざまな自傷行為の中でもと

りわけ刃物による自傷行為は，その特有のイン
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パクトから周囲の人々に強い不安を与える。な

ぜなら，刃物による自傷に伴われる流血と傷跡

という明白な可視的刺激は，教員やクラスメー

トに心的動揺を引き起こすのに十分すぎる威力

を持っている。また，反復的な自傷行為は，一

般的には希死念慮が薄く致死的ではない特徴を

持つ（Pattison & Kahan, 1983）とされてはい

るが，中には希死念慮をもって行われるケース

も明らかに存在しており（Gardner & Gardner, 

1975; Jones, 1979; Pattison & Kahan, 1983），

一歩間違えると死に繋がる危険性を孕んでいる

ということがその最大の理由である。

目　　的

　自傷行為の社会現象化の中で学校現場でも自

傷行為の危険性や対応の困難さがずっと指摘さ

れてきたにもかかわらず，未だ自傷行為に対す

る学校現場での対応に関する調査研究は見当た

らない。「児童・生徒の自傷行為に対してどの

ような対応」がなされているか，また，「その

対応法の効果及び限界」について調べることは

より有効な対応法を模索する上で必要不可欠な

作業といえよう。

　そこで，本研究では自傷行為に関するより効

果的な対応法の示唆を得ることを見据え，その

第一段階として養護教諭を対象に小・中・高校

における児童生徒の自傷行為への対応の現状に

ついて調査した。

方　　法

調査内容

　今回の調査内容は刃物による自傷行為に限定

した。その理由は，①非臨床群を対象とした日

本の先行研究（山口・松本・近藤・小田原ら，

2005；金，2006）でさまざまな自傷行為の中

でも刃物による自傷行為が最も多く報告されて

おり，②他の自傷行為よりは養護教諭によって

認知されやすく，③危険な行為であるゆえ緊急

な対応が求められるほか，④養護教諭のみなら

ず学校現場のさまざまなスタッフの連携が要求

されるからである。

　アンケートの質問項目は，5名の養護教諭と

の面接による聞き取り調査を元に，共同研究者

のうち3名によって作成された。その内容は，

次の通りである。

Ⅰ　回答者の勤務校（①小学校，②中学校，③

高等学校）

Ⅱ　回答者の立場（①養護教諭，②その他（自

由記述））

前任校も含めて今まで自傷行為のある生

徒への対応の経験（有無の2件法）

経験のある場合の自傷児童生徒の人数

Ⅲ　2005年度保健室来室者状況

1 ． 来室者総数とその内の自傷行為による

利用者数

2 ． 保健室利用はないが，自傷行為をして

いる児童生徒の噂の有無とその人数

Ⅳ　養護教諭としての自傷行為に関する一般的

な対応

1 ． 自傷行為のある児童生徒への一般的な

対応（最も当てはまるものを一つ選択）

①創部の手当てのみに留める

② 創部の手当てに加え，保健室でのカウ

ンセリング的な関わりを行う

③ 担任などに相談し，自らが継続的・中

心的に関わる

④ スクールカウンセラー（以下SCとす

る）に相談し，自らが継続的・中心的

に関わる
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⑤保護者に連絡し，お任せする

⑥ 担任・その他先生方に相談し，お任せ

する

⑦  SC等に相談し，お任せする

⑧その他（自由記述）

2 ． 自傷児童生徒への対応の中に，大変さ

や困難さを感じる程度

（①全く感じない～⑦非常に強く感じる

までの7件法）

3 ． 自傷行為のある児童生徒への対応上の

情報開示の基本的方針（最も当てはま

るものを一つ選択）

① 児童生徒が望まない場合，保健室のみ

の対応に留め，担任や家族には知らせ

ない方針

② 児童生徒が望まなくても，担任や家族

には知らせ，更なる対応を取らせる方

針

③ まずはSCに相談し，更なる対応を検討

する方針

④ 決まった方針はなく，児童生徒一人一

人の状況を考慮して対応を決めている

⑤その他（自由記述）

Ⅴ　現勤務校の学校全体としての対応の工夫

1 ． 自傷行為で緊急対応の必要な児童生徒

に対して学校全体の組織的な対応のシ

ステムを設けているか（①いいえ，②

はい，③その他（自由記述））

2 ． 上記の質問で「②はい」もしくは「③

その他」と答えた場合のみ

1 ） 養護教諭・担任・SCなどによる（自

傷）児童生徒への対応法に関する検

討会や連絡会などを開いているか

（一つ選択）

①検討会などは全く設けていない

② 組織的では無いが，必要に応じて

設けている（例えば，担任と養護

教諭とで）

③ 必要に応じて組織的な検討会など

を設けている

④その他（自由記述）

2 ） 緊急対応の必要な児童生徒の情報開

示の方針や経路に関する組織的な手

順を設けているか（一つ選択）

① 情報開示の方針や経路に関する組

織的な手順を全く設けていない

② 情報開示の方針や経路に関する学

校全体としてのおおよその共通認

識を持っている

③ 情報開示の方針や経路に関する組

織的で明文化された手順を設けて

いる

④その他（自由記述）

3 ） 深刻な自傷行為のある児童生徒（繰

り返しのリストカットや他の精神疾

患も疑われるケース）の心療内科や

精神科等を受診時に，当該病院と連

携を取っているか（一つ選択）

① 基本的には家族にお任せし，学校

としては病院との連携は取ってい

ない

② 担任もしくは養護教諭が主治医と

連絡を取る形で連携を取っている

③  SCが窓口となり，主治医と連携

を取っている

④その他（自由記述）

調査対象及び方法

　教育委員会の許可が得られた首都圏X市の

小・中・高校を対象に2006年の3月中旬から

下旬にかけて郵送法による匿名での回答形式で

実施した。
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結　　果

1 ． アンケート回収率，自傷児童生徒の在籍率，

および対応の困難さの評定結果

　アンケート回収率，自傷児童生徒の在籍状

況，および養護教諭の過去の自傷児童生徒への

対応経験率を求めた。その結果をTable 1に示

す。そして，養護教諭の過去の自傷児童生徒へ

の対応経験数，自傷児童生徒の来室者数，自傷

児童生徒への対応の大変さ・困難さの評定にお

ける学校段階間の差を検討するために，一元配

置の分散分析を行った。その結果はTable 2に

示す。

　まず，調査の回答率は，高校（5校，63％），

小学校（12校，57％），中学校（3校，30％）

の順であり，中学の回答率が著しく低かった。

　自傷児童生徒の在籍率は，高校（80％），中

学（67％），小学校（0％）の順であり，学校

段階間で有意差が見られ（χ2（2）＝13.061，p

＝.001），中学・高校がそれぞれ小学校に比べ

て自傷児童生徒の在籍率が有意に高かった。そ

して，自傷行為による保健室への来室者数に

おいても，学校段階間で有意差が見られ（F（2, 

17）＝8.258，p＝.003），多重比較の結果，中学・

高校がそれぞれ小学校に比べて自傷生徒の来室

者数も有意に多かった。

　養護教諭の自傷児童生徒への対応の経験率で

は，小学校が50％，中学，高校はともに100％

と，学校段階間で有意傾向のある差が見られ

（χ2（2）＝5.71，p＝.057），中学・高校の養護

教諭のほうがそれぞれ小学校に比べて有意に高

かった。そして，養護教諭の過去の自傷児童生

徒への対応経験実数でも，学校段階間で有意差

が見られ（F（2, 16）＝3.622，p＝.050），多重

比較の結果，中学，高校のほうがそれぞれ小学

校に比べて自傷児童生徒への対応経験実数も有

意に多かった。

　自傷児童生徒への対応への大変さ・困難さの

評定結果においても，学校段階間で有意差が見

られ（F（2, 16）＝3.939，p＝.041），多重比較

の結果では中学で高校よりも対応上の大変さ・

困難さが有意に高く評定されていた。

　さらに，養護教諭の「自傷児童生徒への対応

における大変さ・困難さ」の評定に，「自傷児

童生徒への対応経験人数」，「保健室の自傷児童

生徒の来談者数」，「自傷児童生徒の噂の人数」，

「保健室の自傷児童生徒の来談者数」，「緊急対

応における学校全体の組織的対応システムの有

無」の変数が関連しているか否かを調べるため

に各変数間のPearsonの積率相関係数を求めた

（Table 3参照）。しかし，いずれの変数におい

ても「自傷児童生徒への対応における大変さ・

困難さ」の評定との間に有意な相関は見られな

かった。

2 ．保健室での一般的対応と情報開示の方針

　自傷児童生徒への一般的対応に関する結果

は，Table 4に示す。小・中・高校を概しての

結果では，「教育相談部に相談し関わり方を検

討した上で必要な関わりをもつ」，「SCや担任

に相談し，あくまでも養護教諭は担任をサポー

トする役割で，担任が中心となる」，「創部の手

Table 1　 アンケート回収，自傷生徒の在籍状

況，および養護教諭の過去の自傷生

徒への対応経験

送付 回収
自傷生徒

有り

自傷児童

生徒の噂

有り

自傷児童生

徒への対応

経験有り

小学校 21 12（57％） 0  （0％） 0 6  （50％）

中学校 10 3（30％） 2（67％） 0 3（100％）

高校 8 5（63％） 4（80％） 5 5（100％）

全体 39 20（51％） 6（30％） 5 14（70％）

（単位：箇所）
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Table 2　 養護教諭の過去の自傷児童生徒への対応経験数，自傷児童生徒の来室者数，自傷児童生

徒への対応の大変さ・困難さの評定における学校段階間の平均値の差

学校段階 M SD F p 多重比較

過去，自傷児童生徒への

対応経験数（人）

小（n＝11） 0.636 0.924

3.622 0.050

小＜中（p＝ .076）
小＜高（p＝ .032）

中（n＝3） 9.000 9.539

高（n＝5） 9.200 11.692

保健室の全来室者数（人）

小（n＝10） 2930.700 1984.840

0.302 0.744中（n＝3） 2166.667 1607.275

高（n＝5） 3216.600 1734.482

自傷生徒の来室者数（人）

小（n＝12） 0.000 0.000

8.258 0.003

小＜中（p＝ .033）

小＜高（p＝ .001）中（n＝3） 1.333 1.528

高（n＝5） 1.800 1.483

自傷生徒への対応の大変

さ・困難さの評定（7段
階評定：1―7）

小（n＝11） 5.455 1.293

3.939 0.041

高＜中（p＝ .014）

中（n＝3） 6.667 0.577

高（n＝5） 4.200 1.304

Table 3　自傷児童生徒への対応の大変さ・困難さおよび諸変数間の相関マトリックス

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

Ⅰ自傷児童生徒への対応の大

変さ・困難さ

（7段階評定値）

相関係数

有意確率（両側）

n

Ⅱ自傷児童生徒への対応の経

験数

相関係数

有意確率（両側）

n

0.030
0.906

18

Ⅲ保健室の全体来室者数 相関係数

有意確率（両側）

n

－0.408
0.104

17

0.077
0.768

17

Ⅳ自傷児童生徒の来室者数 相関係数

有意確率（両側）

n

0.029
0.906

19

0.576
0.010

19

－0.109
0.667

18

Ⅴ自傷児童生徒の噂の人数 相関係数

有意確率（両側）

n

－0.249
0.304

19

0.830
0.000

19

0.128
0.614

18

0.579
0.008

20

Ⅵ組織的対応システムの有無

（ダミ変数，無＝1，有＝2）
相関係数

有意確率（両側）

n

0.241
0.319

19

－0.100
0.685

19

－0.183
0.467

18

0.217
0.358

20

－0.141
0.553

20
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当て後，保健室でのカウンセリング的な関わり

とともに，保護者や担任，SCとも連携をとる」

といった何らかの組織的な対応を主とする内容

の「その他（7）」が最も多かった。続いて，

「担任などに相談し，自らが継続的・中心的に

関わる（5）」，「創部の手当てに加え，保健室

でのカウンセリング的な関わりを行う（4）」，

「SCに相談し，自らが継続的・中心的に関わる

（3）」，「担任・その他先生方に相談し，お任せ

する（1）」の順であった。

　さらに特記すべきことは，小学校では「教育

相談部で相談し，担任・SC・保護者と連携を

とる」といった内容を主とする「その他」の回

答が多かったが，中学・高校では「担任などに

相談し，（養護教諭）自らが継続的・中心的に

関わる」，「創部の手当てに加え，保健室でのカ

ウンセリング的な関わりを行う」という回答が

多く，対照的な結果となっていたことである。

　自傷児童生徒の情報の開示時の方針として

は，小・中・高校を概して，「決まった方針は

なく，児童生徒一人一人の状況を考慮して対応

を決めている（9）」というが回答が最も多く，

「まずはSCに相談し，更なる対応を検討する

（7）」，「児童生徒が望まなくても，担任や家族

には知らせ，更なる対応を取らせる（4）」の順

となった（Table 5参照）。

3 ． 緊急対応の必要な自傷児童生徒に対する全

学の組織的な対応システム

　緊急対応の必要な自傷児童生徒に対する全

学の組織的な対応システムの有無に関しては，

小・中・高校の全体を通して50％が「有る」

と回答した（Table 6参照）。

　そして，何らかの組織的な対応システムを

設けていると回答した10校におけるより具体

的な対応の内容は，次の通りであった。まず，

Table 5　 自傷児童・生徒の情報開示の方針（単

位：箇所）

小 中 高 計

④決まった方針はなく，生徒一人一

人の状況を考慮して対応を決めてい

る

5 1 3 9

③まずはSCに相談し，更なる対応

を検討する方針
4 2 1 7

②生徒が望まなくても，担任や家族

には知らせ，更なる対応を取らせる

方針

3 0 1 4

①生徒が望まない場合，保健室のみ

の対応に留め，担任や家族には知ら

せない方針

0 0 0 0

計 12 3 5 20

Table 4　 自傷児童・生徒への一般的対応（単位：

箇所）

小 中 高 計

⑧その他（教育相談部に相談し，担

任・SC・保護者と連携をとる）
7 0 0 7

③担任などに相談し，自らが継続的・

中心的に関わる
3 0 2 5

②創部の手当てに加え，保健室での

カウンセリング的な関わりを行う
0 2 2 4

④SCに相談し，自らが継続的・中

心的に関わる
2 0 1 3

⑥担任・その他先生方に相談し，お

任せする
0 1 0 1

①創部の手当てのみに留める 0 0 0 0

⑤保護者に連絡し，お任せする 0 0 0 0

⑦SC等に相談し，お任せする　 0 0 0 0

計 12 3 5 20

Table 6　 緊急対応における学校全体の組織的

対応システムの有無（単位：箇所）

小学校 中学校 高校 計

無い 5 2 3 10

有る 7 1 1 9

その他 (担任とまず連携

し，必要とする協力体制

をはかり，対応する）

0 0 1 1

計 12 3 5 20
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「養護教諭・担任・SCによる対応法の検討会・

連絡会などを行っているか」という設問では，

「必要に応じて組織的な検討会などを設けてい

る（5）」が最も多く，「定期的に検討会を行っ

ている（3）」，「組織的では無いが，必要に応じ

て設けている（例えば，担任と養護教諭とで）

（2）」回答であった（Table 7―1参照）。

　次に，「緊急対応の必要な児童の情報開示の

方針や経路に関する組織的な手順を設けている

か」という設問では，「情報開示の方針や経路

に関する学校全体としてのおおよその共通認識

を持っている（8）」という回答がほとんどを占

めており，「その他（来年度明文化の予定）」と

「組織的な手順を全く設けていない」という回

答も1箇所ずつあった（Table 7―2参照）。

　最後に，該当児童生徒が心療内科や精神科等

を受診した場合，当該病院との連携の取り方に

関する設問については，「担任もしくは養護教

諭が主治医と連絡を取る形で連携を取ってい

る」が7箇所と最も多く，「SCが窓口となり，

主治医と連携を取っている」という回答が2箇

所であり，「基本的には家族にお任せし，学校

としては病院との連携は取っていない」という

回答も1箇所あった（Table 7―3参照）。

考　　察

　今回の調査は，刃物による自傷行為という限

定された調査内容であり，自傷行為の背景には

児童生徒の心理社会的問題が絡んでいることが

多く，養護教諭としての確立された対処法がな

いデリケートな問題を取り上げた調査であっ

た。このことからその対応においては養護教諭

Table 7―1　 養護教諭・担任・スクールカウン

セラーによる対応法の検討会・連

絡会

小学校 中学校 高校 計

検討会などは全く設け

ていない
0 0 0 0

組織的では無いが，必要

に応じて設けている（例

えば，担任と養護教諭と

で）

1 0 1 2

必要に応じて組織的な

検討会などを設けている
5 0 0 5

定期的に検討会を行っ

ている
1 1 1 3

計 7 1 2 10

Table 7―2　 緊急対応の必要な児童生徒の情報

開示の方針や経路に関する組織的

な手順

小学校 中学校 高校 計

情報開示の方針や経路

に関する組織的な手順

を全く設けていない

1 0 0 1

情報開示の方針や経路

に関する学校全体とし

てのおおよその共通認

識を持っている

5 1 2 8

情報開示の方針や経路

に関する組織的で明文

化された手順を設けて

いる

0 0 0 0

その他（来年度明文化の

予定）
1 0 0 1

計 7 1 2 10

Table 7―3　 心療内科や精神科等を受診した時

に，学校として当該病院との連携

小学校 中学校 高校 計

①基本的には家族にお

任せし，学校としては病

院との連携は取ってい

ない

1 0 0 1

②担任もしくは養護教

諭が主治医と連絡を取

る形で連携を取っている

6 0 1 7

③ ス ク ー ル カ ウ ン セ

ラーが窓口となり，主治

医と連携を取っている

0 1 1 2

計 7 1 2 10
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や学校組織の力量が問われる調査内容でもあっ

た。それ故，調査への了解と協力がなかなか得

られず，教育委員会の了解が得られた限られ

た地域における少ないサンプルでの調査になら

ざるを得なかった。したがって，その結果と考

察においても限定されたものにならざるを得な

い。しかし，本調査はそのサンプル数は少ない

ものの教育現場のありのままの声を拾おうとし

た調査であるゆえ，数量的な結果のほかにも質

的な内容に重点をおきながら考察を行うことと

する。

1 ． 学校段階間の自傷児童生徒の在籍率とその

対応の困難さの評定について

　本調査では，小学校から高校へと進むにつれ

て明らかに自傷児童生徒の在籍率が高く，自傷

児童生徒の来室者数も多く，養護教諭の自傷児

童生徒への対応の経験率も高く，またその対応

経験実数も多かった。

　日本では自傷行為に関する人口統計学的な研

究は皆無に近いが，限定されたサンプルにおけ

る実態調査を行った研究としては，山口・松

本・近藤ら（2004）と金（2006）の研究が挙

げられる。まず，某公立総合大学の1年次の全

校生を対象にして自傷行為を限定せずに行っ

ていた山口ら（2004）の実態調査では，学校

段階別の集計は行っていないが，自傷経験者

の自傷開始の平均年齢は13.9歳（SD＝3.9）で

あり，自傷方法としては刃物によるCuttingが

48％と最も多かった。そして，女子短大生を対

象に行った金（2006）の研究では，自傷経験

者の自傷開始時期としては中2，中3，高3が

同順位で最も多く報告され，自傷方法と部位と

しては刃物による（68％），手首自傷（55.6％）

が最も多かった。

　以上の先行研究の結果を踏まえると，今回の

調査結果はそのサンプル数が非常に少ないもの

の，思春期から青年期初期にかけての学校段階

の経過と共に自傷児童生徒も増えていくという

実態をおおよそ反映していることが示唆され

る。

　養護教諭の自傷児童生徒への対応への大変

さ・困難さの評定に関しては，学校段階間で有

意差が見られ，中学の養護教諭が高校よりも対

応上の大変さ，困難さを高く評定していた。し

かし，対応上の大変さ・困難さの評定に関連す

ると想定していた養護教諭の自傷児童生徒への

対応の経験値および業務量，全学的対応システ

ムの有無の変数との間には有意な相関は見られ

なかった。なお，中学・高校間では上記の変数

間の有意差も見られなかった。にもかかわらず，

なぜ中学の養護教諭がより対応の大変さ・困難

さを高く報告しているのであろうか。その背景

には，生徒の攻撃性及び攻撃行動の発達的要因

が関連しているのではないかと考えられる。

　攻撃行動の発達的な様子に関しては攻撃行動の

種類や性別によってさまざまな報告がなされて

いる（Cairns & Cairns, 1994; Huesmann, Eron,

 & Lefkowitz, et al. , 1984; Lagerspetz & 

Björkqvist, 1994; Moskowitz, Schwartzman, 

& Ledingham, 1985; Pulkkinen & Pitkänen, 

1993）。その研究結果を総合すると，乳幼児期

から個人に見られる攻撃性は成人になるまであ

る程度安定性が認められており，反応的攻撃や

顕在的攻撃は思春期になるにつれより顕著に見

られるが，自己コントロール能力の発達に伴い

成人になるにつれ減少する傾向にあると報告さ

れている。

　また，文部科学省の「生徒指導上の諸問題の

現状について」の調査結果（2005）によると，

公立の小・中・高等学校の児童生徒が起こした

暴力行為の発生件数は，学校内において30,283
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件（小学校2,018件，中学校23,115件，高等学

校5,150件），学校外において3,735件（小学校

158件，中学校2,681件，高等学校896件）で

あり，学校内外のいずれにおいても中学段階で

最も多く報告されていた。

　以上の攻撃性と関連した中学段階の生徒の様

子から，中学校の養護教諭は生徒の自傷行為の

危険性をより深刻に認識しており，その対応上

の大変さや困難さをより強く感じていることが

推察される。

2 ．保健室での一般的対応と情報開示の方針

　自傷児童生徒への一般的対応としては，小・

中・高校を概して，創部の手当てに留まらず，

担任やSCなどと連携を取りながら，養護教諭

自らもカウンセリング的な関わりを行うという

回答がほとんどを占めていた。これは，自傷行

為がもつ心理的意味から起因していると考えら

れる。すなわち，自傷行為は自傷児童生徒に

とって心理的葛藤を扱う一種の対処方法として

顕在化することがそれである。

　13歳から20歳までの52例の青年期患者（女

性42名，男性10名）を対象としたWalsh（1987）

の研究では，自傷行為の理由として「希死念慮

がある」のはわずか2例に過ぎず，大多数の患

者は怒り，緊張，抑うつ，対人関係の問題を自

傷行為の理由として挙げていた。また，自傷経

験のある女子短大生を対象に行った金（2006）

の研究では，自傷行為に先行する感情状態とし

ては，「イライラしている時」，「落込んでいる

時」を，行為後には「安堵感が沸く」，「気分が

晴れる」という回答が多かったと報告した。こ

れらの研究結果からも自傷行為はそれに先行す

る嫌な出来事やそれによるネガティブな感情

を扱うための一種のストレス対処行為（stress 

coping behavior）として行われていることが示

唆される。したがって，今回の調査でも創部の

手当てに留まらず養護教諭自らもカウンセリン

グ的な関わりを行うという回答が多かったの

は，ある意味当然な結果ともいえよう。

　ところが，養護教諭によるカウンセリング的

な関わり方においては学校段階によってその様

相は異なっていた。担任による教科指導形態を

採っている小学校では，教科指導から生活指導

に到るまで担任の担う役割が大きく，また生徒

の人格発達の未熟さのため保護者が担う役割も

大きいことから，自傷児童への養護教諭の一般

的対応においても養護教諭自らが中心になるよ

りは，担任や保護者と連携を取る方針を採って

いることが窺われる。そして，小学校段階にお

けるこのような傾向は，「生徒が望まなくても，

担任や家族には知らせ，更なる対応を取らせる」

との回答が中・高校に比べて多く，自傷児童の

情報の開示時の方針にも反映されていた。

　さらに情報開示の方針において特記すべき点

は，養護教諭が刃物による自傷行為の危険性を

認識してのことか，小・中・高を概して「生徒

が望まない場合，保健室のみの対応に留め，担

任や家族には知らせない」という回答は全く見

られず，当該児童生徒の情報開示への意思の如

何に関わらず，その情報は担任や家族に開示さ

れ，養護教諭・SC・担任などの連携による学

校の組織的な対応が試みられていることが分

かった。

3 ． 緊急対応の必要な自傷児童生徒に対する全

学の組織的な対応システム

　自傷行為を含めて精神的不調を訴える思春期

のケースが年々増加傾向にあり（武井・目良・

宮崎他，2007），必然的に学校現場でも緊急対

応の必要がある児童生徒の数も増えていること

が推察される中，学校関係者間の組織的な連絡
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会や検討会の必要性が高まってきている。そし

て，今回の調査でも小・中・高校の全体を通し

て50％の学校が緊急対応の必要な自傷児童生

徒に対する組織的な対応システムを設けている

と答えていた。しかし，その実際の内容や運用

においては，「定期的な検討会」よりは「必要

に応じての組織的な検討会」や「組織的ではな

いが，必要に応じての検討会」という回答が多

く，その際の自傷児童生徒の情報開示の方針や

経路においても，「学校全体としてのおおよそ

の共通認識」の下に行われ，その明文化がほと

んどなされていないことから，現状においては

これらの側面に関する検討が十分になされてい

ないまま運用されていることが分かった。

　また，児童生徒が心療内科や精神科等を受診

した場合，当該病院との連携の取り方において

は，中学・高校段階では「SCが窓口となり，

主治医と連携」という回答もあったが，全体を

通しては「担任もしくは養護教諭が主治医と連

絡を取る形で連携」という回答が最も多かっ

た。児童生徒の精神的な不調に関連した精神科

等の受診に関連してその連絡や連携の主な役割

は学校に常駐している担任や養護教諭に依存し

ている傾向が見られ，しかもこのような傾向は

小学校段階でより顕著に見られた。このような

結果の背景には，日本におけるSCの身分およ

び各学校段階において果たす役割の違いなどが

関連していると考えられる。日本の現状では，

SCは基本的に非常勤として週何時間（週4時

間が一般的）という限られた時間枠の中で業務

にあたっている。また，実際の業務内容におい

てもSCの最も重要な役割は担任や養護教諭お

よび教育相談部の教師などに対するコンサル

テーション業務であり，この業務は小・中・高

校を通して共通してはいるが，特に小学校段階

においては一層重視されている。なぜなら，小

学校では児童に対する担任の果たす役割が非常

に大きく，児童達も自分の悩みを言語化して個

別にカウンセリングを受けるまでには至らない

ことが多いなどの理由から，SCの主な役割は

児童生徒への相談業務よりも教師へのコンサル

テーションにより多くの時間が割かれている。

よって，児童生徒の精神科等の受診による連携

の際には，児童生徒の様子をよりよく把握して

いる担任や養護教諭が主治医と連絡を取るとい

う流れになっていることが推察される。

　しかしながら，学校と医療専門機関との連携

がうまく行くか行かないかは当該児童生徒の学

校再適応を考える上で極めて重要な作業であ

る。したがって，教育機関と医療機関をつなぐ

連携の作業においては，円滑な情報伝達および

学校関係者への適切なアドバイスなどのコンサ

ルテーションを図る側面からもやはり専門的な

心理臨床の知識を持っているSCのより積極的

な介入が必要であると考えられる。ところが，

日本におけるSCの配置の歴史は十数年と非常

に浅く，しかもその雇用形態は非常勤職である

ことから，SCと教育相談部門の教員との連携

にも限界が生じており，担任や教育相談部門の

教員がSCと十分な情報交換を行う時間的ゆと

りがないのが現状である。よって，SC，担任，

教育相談部門の教員が一度に集い，児童生徒の

問題に関する連絡会や検討会を設けることは通

常の各々の業務を終えてからの時間外業務にな

りがちであり，このような限界から定期的で組

織的な連絡会・検討会も設けづらく，他の医療

機関との連携においてもSCよりは担任や養護

教諭が主な役割を担わざるを得ないことが推察

される。
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結論および今後の課題

　本調査結果での横断的比較によると，小学校

から高校へと進むに連れて明らかに自傷児童生

徒の在籍率が高く，自傷行為による来室者数も

多く，養護教諭の自傷児童生徒への対応の経験

率も高く，その対応経験実数も多いという結果

が得られ，自傷行為は小学校から高校段階に進

むにつれて増加傾向にあることが分かった。そ

して，自傷児童生徒への対応の困難さに対する

評定結果においては，中学の養護教諭が最も大

変さや困難さを感じていると報告していた。

　養護教諭の自傷児童生徒への一般的対応とそ

の情報開示の方針においては，小・中・高を概

して当該児童生徒の情報開示への意思の如何に

関わらず，その情報は担任や家族に開示され，

養護教諭・SC・担任などの組織的な連携によ

る何らかの対応が試みられていたが，その際に

小学校段階においては担任の役割が，中学・高

校段階においては養護教諭とSC，とりわけ養

護教諭の役割が相対的に強調されていた。

　そして，小・中・高を概して50％の学校が

緊急対応の必要な自傷児童生徒に対する組織的

な対応システムを設けていると答えていたが，

その実際の内容や運用は，「定期的な検討会」

よりは「必要に応じての組織的な検討会」や

「組織的ではないが，必要に応じての検討会」

という形式であり，その際の自傷児童生徒の情

報開示の方針や経路においては，「学校全体と

してのおおよその共通認識」の下で，その明文

化がなされていないまま運用されている様子が

明らかになった。

　今回の調査は，首都圏の限られた地域におけ

る小規模の調査であるゆえ，その結果が全国レ

ベルでの小・中・高校における一般的な現状を

捉らえているとは言いがたい。しかしながら，

少なくとも自傷行為を含めて精神的不調に対す

る対応上の諸問題に関する小・中・高校の現場

の様子を捉えた数少ない調査であり，その結果

として児童生徒の精神的不調の問題に関しては

その対応方針や方法に関しては学校現場の関連

スタッフ間のおおよその共通認識という曖昧な

見解の下でその対応が進められている現状が明

らかになった。

　今回の研究では，あくまでも小・中・高校の

教育現場における自傷行為への対応の実態の調

査に留まっている。しかし，教育現場における

児童生徒の精神的不調の問題に対する効果的な

対応法を検討するためには，先述した対応上の

諸問題に関して学校現場のスタッフはどのよう

な問題意識を持ち，どのような限界を感じ，さ

らにはどのような要望を持っているかに関する

調査も必要不可欠である。そして，組織的対応

システムやその構成スタッフおよび運用のあり

方，情報開示における方針や経路，医療専門機

関とのネットワーク作りの必要性およびその連

携のあり方に関してはどのような意見であるか

更なる詳細な調査が求められる。
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